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令 和 ７ 年 度 宍 粟 市 各 会 計 決 算 に 基 づ く 

健 全 化 判 断 比 率 等 に 係 る 審 査 意 見 書 

 

１  審査の期間  

令和８年７月７日  ～  令和８年８月１７日  

 

２  審査の対象  

令和７年度一般会計及び特別会計決算に基づく健全化判断比率及び資金不足

比率  

 

３  審査の方法  

市長から提出された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼に、関係諸帳簿等との

照合並びに関係職員から説明を聴取し審査した。  

 

４  審査の結果  

(１ )総合意見  

審査に付された下記の健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。  

 

記  

【健全化判断比率】  

 

【資金不足比率】  

 

 
※早期健全化基準、財政再生基準、経営健全化基準は令和７年度における基準である。  

（単位：％）

区　　　　分 令和７年度 令和６年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － 12.77 20.0

連結実質赤字比率 － － 17.77 30.0

実質公債費比率 5.7 6.6 25.0 35.0

将来負担比率 51.0 48.9 350.0

（単位：％）

令和７年度 令和６年度 経営健全化基準

水 道 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

病 院 事 業 特 別 会 計 － － 20.0

区　　　　　　分

法

適
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(２ )実質赤字比率  

普通会計（一般会計）ベースにおける実質赤字額が標準財政規模に占める割合

で、令和６年度及び令和７年度ともに赤字額が生じていないことから「－」で表示

している。なお、令和７年度における早期健全化基準は 12.77％である。  

 

(３ )連結実質赤字比率  

全ての会計（一般会計、５特別会計、３公営企業会計）を合わせた赤字額が標準

財政規模に占める割合で、令和６年度及び令和７年度ともに赤字額が生じていな

いことから「－」で表示している。なお、令和７年度における早期健全化基準は

17.77％である。  

 

(４ )実質公債費比率  

一般会計の元利償還金（繰上償還額は除く）、公営企業等に係る一般会計からの

繰出金及び構成市町となっている一部事務組合に係る経費負担のうち、元利償還

金に充てられた額等の合計額が、標準財政規模（償還金等及び標準財政規模ともに

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は除く）に占める割合で、

令和７年度（３か年平均）は 5.7％となっており、前年度（３か年平均）より 0.9

ポイントの減少となっている。  

単年度（令和７年度）では、4.98433％、前年度より 0.1292 ポイント低下と

なっている。これは主に、標準税収入額等や普通交付税額の増により標準財政規模

が増加し、公営企業債の元利償還金に対する繰入金の減などにより元利償還金等

が減少したことによる。  

なお、早期健全化基準 25.0％を下回っており、地方債発行が県への協議制から

許可制となる 18.0％を 12.3 ポイント下回っている。  

 

(５ )将来負担比率  

一般会計における地方債残高、企業会計等における地方債残高のうち一般会計

からの繰出見込額、一部事務組合に係る負担見込額、退職手当負担見込額の合計額

が、標準財政規模（将来負担額及び標準財政規模ともに交付税に算入される額等は

除く）に占める割合で、令和７年度は 51.0％となり、前年度より２ .１ポイント上

昇となっている。  

これは主に、標準税収入額等や普通交付税額の増により標準財政規模が増加す

るとともに将来負担額も減少となったが、普通交付税に算入される公債費等の減

により充当可能財源等が減少したことによる。  

なお、令和７年度における早期健全化基準の 350.0％を下回っている。  

 

 



- 4 - 

 

(６ )資金不足比率  

各公営企業の資金の不足額の事業規模に対する割合で、令和６年度及び令和７

年度ともに全ての公営企業会計で資金不足額が生じていないことから「－」で表示

している。  

なお、令和７年度における経営健全化基準は20.0％である。  

 

５  個別意見  

(１ )実質赤字比率・連結実質赤字比率について  

一般会計のみならず、特別会計（５会計）、公営企業会計（３会計）を合わせ   

た全会計においても赤字は発生しておらず、堅実な資金運用が図られている。  

しかしながら、近年の人事院勧告等による人件費の上昇や長引く物価高騰など

の影響を注視し、引き続き各特別会計、公営企業会計の自立的な経営基盤強化に

努められたい。  

 

(２ )実質公債費比率について  

  単年度、３か年平均とも着実に低下し、改善傾向にあることは高く評価できる。

改善の主な要因としては、公営企業債の元利償還金に対する繰入金の減など、元利

償還金等の減少による。  

  その一方で、「普通交付税に算入される公債費等の減」が比率を押し上げる要因

として働いている点については、今後の財政運営において留意されたい。  

 

(３ )将来負担比率について  

将来負担比率については、早期健全化基準を大きく下回る極めて低い水準であ

るものの、前年度から微増となっている。将来負担額の総額自体は、一般会計の

地方債残高の減、公営企業債等の繰入見込額、組合の負担等見込額の減により着

実に縮減していることは、高く評価できる。  

その一方で、比率上昇の要因は、「普通交付税に算入される公債費等の減」で

ある。将来負担額は減っているものの、将来充当できる財源がそれ以上に減少見

込みであることが、将来負担比率の上昇につながっている点については、今後の

財政運営において留意されたい。  

また、財政調整基金や特定目的基金の積立は増加している。引き続き基金の保

全に努められたい。  
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(４ )資金不足比率について  

全ての公営企業会計（３会計）において資金不足は生じておらず、全体として健

全な財務状況を維持している。  

しかしながら、病院事業特別会計については、令和５年度以降、資金残高の減少

がみられる。令和10年3月開院予定の新病院整備事業が進行中であるが、事業の

推進にあたっては確固たる経営体力を維持されたい。  

水道事業特別会計及び下水道事業特別会計については、依然として厳しい経営

状況が続いている。特に下水道事業特別会計においては、経営の健全性及び持続可

能性を両立させるうえでも、適正な料金体系のあり方について早急な検討が求め

られる。両会計とも、将来的な施設の更新を見据え、より一層の経営改善に努めら

れたい。  

 

６  まとめ  

令和７年度決算における財政健全化４指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率、将来負担比率）及び公営企業の資金不足比率は、いずれも国の定

める早期健全化基準等を大きく下回っており、本市の財政は総じて健全な状態を

維持していると評価する。特に、実質公債費比率は、過去３年間低下傾向にあり、

市債の適正な管理と繰上償還の実施が実を結んでいると考える。  

しかしながら、実質公債費比率及び将来負担比率ともに「普通交付税に算入され

る公債費等の減（見込）」が比率を押し上げる要因となっている。単に指標が低い

ことに甘んじることなく、償還が進めば地方交付税措置も減る構造に対し、実質的

な財政負担を考慮し、財政構造の検証、見直しを進めることが重要である。  

また、人口減少が続く中で、現在進行中の新病院整備事業をはじめ、中長期的に

は水道施設・下水道施設の更新など大規模事業が控えており、将来的な負担が見込

まれる。  

このため、現在の健全な財政状況という「体力」が残っている今こそ、次世代を

見据えた力強い行財政改革を推進し、将来に向け健全な財政運営に努められたい。 

 


